

様式一覧表（応募事業者が既設の社会福祉法人である場合）
	様式番号
	内容
	ファイル形式

	（様式１）
	応募届 
	【Word形式】

	（様式２-１）
	事業計画書（特別養護老人ホーム) 
	【Word形式】

	（様式２-２）
	事業計画書（募集対象外施設）
	【Word形式】

	［様式３］
	事業計画書（特別養護老人ホームの施設整備、人員計画）
	【Excel形式】

	［様式３-１］ 
	介護・看護職員配置表（１日あたり）
	【Excel形式】

	［様式３-２］
	介護・看護職員配置表（１週あたり）
	【Excel形式】

	（様式４）
	施設長就任承諾書
	【Word形式】

	（様式５）
	（施設長予定者・法人役員）履歴書
	【Word形式】

	［様式９］
	償還計画表（機構借入金用、民間融資用）
	【Excel形式】

	［様式９］別紙１
	寄付者別充当額内訳
	【Excel形式】

	［様式９］別紙２
	既存施設の償還計画集計表
	【Excel形式】

	［様式９］別紙３
	既存施設の償還計画書（施設毎の個票）
	【Excel形式】

	［様式10］
	資金計画書（総括）
	【Excel形式】

	［様式11-１］
	資金計画算定資料（特別養護老人ホーム）
	【Excel形式】

	［様式11-２］
	資金計画算定資料（募集対象外施設）
	【Excel形式】

	［様式12-１］
	特別養護老人ホームに係る収支予算書
	【Excel形式】

	［様式12-２］
	募集対象外施設に係る収支予算書
	【Excel形式】

	［様式12］（別紙１）
	人件費支出内訳　
	【Excel形式】

	［様式13-１］
	事業収入算定資料 (特別養護老人ホーム) 
	【Excel形式】

	［様式13-２］
	事業収入算定資料（募集対象外施設）
	【Excel形式】

	［様式13-２-１］
	事業収入算定資料（募集対象外施設：訪問介護事業所）
	【Excel形式】

	［様式13-２-２］
	事業収入算定資料
（募集対象外施設： 居宅介護支援事業所）
	【Excel形式】

	（様式14）
	融資見込証明書
	【Word形式】

	（様式15）
	贈与確約書
	【Word形式】

	［様式16］
	個人資産･負債等状況調書
	【Excel形式】

	［様式16］（別紙）
	土地・建物一覧表
	【Excel形式】

	［様式17］
	土地利用・建築規制に関する確認状況報告書
	【Excel形式】

	（様式18）
	土地売買確約書
	【Word形式】

	（様式19）
	地上権設定確約書、賃借権設定確約書
	【Word形式】

	（様式20）
	法人監査・介護保険事業者実地指導監査等指示事項及び改善状況報告書
	【Word形式】

	（様式21）
	誓約書（事業予定地が係争地ではないことについて）
	【Word形式】

	（様式22）
	過去の経営状況、応募事業計画等にかかる法人としての見解
	【Word形式】

	（様式23）
	誓約書（抵当権設定が既存の特別養護老人ホーム等の整備であることについて）
	【Word形式】

	（様式24）
	募集についての質問票

提出（受付）日：令和５年７月３日（月）
	【Word形式】

	（様式25）
	併設施設等の選定結果に係る意向確認書
	【Word形式】


【Word形式】と表記されている様式は本「様式集１」に、【Excel形式】と表記されている様式は「様式集２」に保存されたファイルからダウンロードしてご利用ください。

様式一覧表（応募事業者が社会福祉法人を新たに設立する予定である場合）
	様式番号
	内容
	ファイル形式

	（様式１）
	応募届 　　　　　　　　　　
	【Word形式】

	（様式２-１）
	事業計画書（特別養護老人ホーム) 
	【Word形式】

	（様式２-２）
	事業計画書（募集対象外施設）
	【Word形式】

	［様式３］
	事業計画書（特別養護老人ホームの施設整備、人員計画）
	【Excel形式】

	［様式３-１］ 
	介護・看護職員配置表（１日あたり）
	【Excel形式】

	［様式３-２]
	介護・看護職員配置表（１週あたり）
	【Excel形式】

	（様式４）
	施設長就任承諾書
	【Word形式】

	（様式５）
	（施設長予定者・法人役員）履歴書
	【Word形式】

	（様式６）(新設社福)
	社会福祉法人設立計画書
	【Word形式】

	（様式７）(新設社福)
	就任承諾書
	【Word形式】

	（様式８）(新設社福)
	委任状
	【Word形式】

	［様式９］
	償還計画表（機構借入金用、民間融資用）
	【Excel形式】

	［様式９］別紙１
	寄付者別充当額内訳
	【Excel形式】

	［様式９］別紙２
	既存施設の償還計画集計表
	【Excel形式】

	［様式９］別紙３
	既存施設の償還計画書（施設毎の個票）
	【Excel形式】

	［様式10］
	資金計画書（総括）
	【Excel形式】

	［様式11-１］
	資金計画算定資料（特別養護老人ホーム）
	【Excel形式】

	［様式11-２］
	資金計画算定資料（募集対象外施設）
	【Excel形式】

	［様式12-１］
	特別養護老人ホームに係る収支予算書
	【Excel形式】

	［様式12-２]
	募集対象外施設に係る収支予算書
	【Excel形式】

	［様式12］（別紙1）
	人件費支出内訳　
	【Excel形式】

	［様式13-１］
	事業収入算定資料 (特別養護老人ホーム) 
	【Excel形式】

	［様式13-２］
	事業収入算定資料（募集対象外施設）
	【Excel形式】

	［様式13-２-１］
	事業収入算定資料（募集対象外施設：訪問介護事業所）
	【Excel形式】

	［様式13-２-２］
	事業収入算定資料（募集対象外施設： 居宅介護支援事業所）
	【Excel形式】

	（様式14）
	融資見込証明書
	【Word形式】

	（様式15）
	贈与確約書
	【Word形式】

	［様式16］
	個人資産･負債等状況調書
	【Excel形式】

	［様式16］（別紙）
	土地・建物一覧表
	【Excel形式】

	［様式17］
	土地利用・建築規制に関する確認状況報告書
	【Excel形式】

	（様式18）
	土地売買確約書
	【Word形式】

	（様式19）
	地上権設定確約書、賃借権設定確約書
	【Word形式】

	（様式20）
	法人監査・介護保険事業者実地指導監査等指示事項及び改善状況報告書
	【Word形式】

	（様式21）
	誓約書（事業予定地が係争地ではないことについて）
	【Word形式】

	（様式22）
	過去の経営状況、応募事業計画等にかかる法人としての見解
	【Word形式】

	（様式23）
	誓約書（抵当権設定が既存の特別養護老人ホーム等の整備であることについて）
	【Word形式】

	（様式24）
	募集についての質問票　提出（受付）日：令和５年７月３日（月）
	【Word形式】

	（様式25）
	併設施設等の選定結果に係る意向確認書
	【Word形式】


【Word形式】と表記されている様式は本「様式集１」に、【Excel形式】と表記されている様式は「様式集２」に保存されたファイルからダウンロードしてご利用ください。
（様式１）
特別養護老人ホーム整備事業応募届
令和　　年　　月　　日

（あて先）
仙　台　市　長　
（応募者）法人の主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人の名称（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の職・氏名（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「特別養護老人ホーム整備事業」について、別紙「提出書類一覧表」の書類を添えて応募いたします。

なお、応募書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

また、応募書類の補正･追加提出等を行うための担当として下記の者を指定します。

	（ふりがな）
担当者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　


	所属

(役職)
	　　　　　　　　　　　　　　

（　　　　　　）

	連絡先
	住所
	

	
	電話
	

	
	ファクシミリ
	

	
	E-メール
	

	緊急連絡先
	

	備考
	


・新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」としてください。

・法人（新設法人の場合は代表予定者本人）の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）
法人概要
社会福祉施設または介護保険施設等の運営実績のある場合、以下の概要を作成願います。
	施設名称
	施設の種類
	所在地
	定員数
	開設年月日

	(記載例)

特別養護老人ホーム

○○○○○
	特別養護老人ホーム
	仙台市○○区○○町○-○-○
	長期〇
ｼｮｰﾄ〇
	平成○年〇月〇日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


今回、応募する本市の「特別養護老人ホーム整備」以外に、法人として令和６年度末までに予定している施設等の整備計画（公募等に応募中も含む）があれば記入してください。

	施設名称
	施設の種類
	所在地
	定員数
	開設年月日

（予定事業費）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（様式２-１）
　事業計画書（特別養護老人ホーム）

１　事業計画施設（整備を希望する施設の種類等の□に✔をご記入ください。）
	予定施設名称　（仮称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	施設の種類
	計画定員数
	備考　※２

	募集対象施設（補助対象）
	□地域密着型特別養護老人ホーム
　□サテライト型で整備
□広域型特別養護老人ホーム
	特別養護老人ホーム
定　員　　　　　人
	本体（既存）施設名称
　　　　　　　　　　

現在の定員（ショート）

　　　　(　 　)人

本体施設とサテライト型施設の距離等
距離　　　　　　　　　　　ｋｍ

移動時間　　　　　　　　　分

移動手段　　　　　　　　　　　

	
	
	内　訳
	ユニット型個室
	人
	

	
	
	
	従来型個室
	人
	

	
	
	
	従来型多床室

（１室の定員２名）
	人
	

	
	□ 新設
□ 増築
	
	
	
	

	
	
	
	従来型多床室

（１室の定員４名）
	人
	

	
	
	併設ショートステイ

定　員　　　　  人
	

	募集対象外施設※１
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※１  募集対象施設と併せて同一建物へ特別養護老人ホーム以外の施設等を整備（併設）する場合は、必ず記載してください。

※２　地域密着型特別養護老人ホームをサテライト型で整備する場合、または広域型特別養護老人ホームの増床の場合は、備考欄に本体（既存）施設の名称等の記載をお願いします。

２　事業予定地等の状況
（１）建設計画地（予定地の全ての地番を「番地」「番」も省略せずに記載してください。）

（住所）　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　                    中学校区

（２）敷地面積　　　　　　　　　㎡
うち 建設予定施設に使用予定敷地面積    　　　　　　　　㎡

(３）事業予定地の確保方法（該当する□に✔をご記入ください。）
□自己所有（既に法人が所有）

□自己所有（購入する予定）　　　　　　購入予定価格　　　　　　　　　　　　　円

□自己所有（贈与を受ける予定）　

□無償借受（当初借受期間　　　　　年）
□有償借受（当初借受期間　　　　　年）予定賃借料　　　　　　　　円（□月額・□年額）

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　
(４) 施設予定地までの交通条件（該当する□に✔をご記入ください。）

□ＪＲ・□地下鉄　　　　　　　　　　　　駅　　から約　　　　ｍ　徒歩　　　　分
□バス（市営・宮城交通）　　　　　　　　バス停から約　　　　ｍ　徒歩　　　　分
□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　）から約　　　　ｍ　徒歩　　　　分

※徒歩１分＝60ｍで換算して記入願います。

(５) 同種施設の状況

・特別養護老人ホームの状況

	施　設　名
	同一中学校

区内

（○印付）
	半径１km

圏内

（○印付）
	距　　離
	事業計画地からの

所要時間

１分＝500ｍで換算

	
	
	
	ｍ
	車で　　　　分

	
	
	
	ｍ
	車で　　　　分

	
	
	
	ｍ
	車で　　　　分


　　　　　

・老人短期入所施設の状況（単独のショート事業所のみ。特養併設ショートは記入不要）

	施　設　名
	同一中学校

区内

（○印付）
	半径１km

圏内

（○印付）
	距　　離
	事業計画地からの

所要時間

１分＝500ｍで換算

	
	
	
	ｍ
	車で　　　　分

	
	
	
	ｍ
	車で　　　　分

	
	
	
	ｍ
	車で　　　　分


３　事業予定建築物
（１）構造　　鉄筋コンクリート（ＲＣ） ・ 鉄骨（Ｓ） ・ その他（　 　）造　地上　　　　階建
（２）規模　　延床面積　　　　　　　　　㎡

（３）事業計画施設の配置状況　（募集対象施設以外の施設を併せて整備する場合は記載してください。地域密着型サービスの場合、当該日常生活圏域で整備可能なものに限ります。）
(例)  １階にショートステイ、２、３階に特別養護老人ホームを同一建物内に整備する。
	


（４）既存施設（増築計画の場合のみ記載してください。）

・　構造　　　　　　　　　　　　　　　造　地上　　階建

・　規模　　延床面積　　　　　　　　　㎡　

４　事業予定期間

（１）工事予定期間　

･ 着工予定年月日 　令和　　年　　月　　日

･ 竣工予定年月日　 令和　　年　　月　　日

･ 施設開所予定日 　令和　　年　　月　　日
５　整備定員数の調整(広域型特別養護老人ホームの整備計画は記入必須)
募集定員数の超過により人数調整（計画定員の減）を行うと選定の可能性がある場合、または募集定員数に選定残余が生じた際に人数調整（計画定員の増）に応じることが可能な場合（※３）は、以下に定員を記入してください。（該当する□に✔をご記入ください。）
· 整備定員数調整に応じる 

最小定員数（       ）人 うちユニット型個室定員（       ）人

最大定員数（       ）人 うちユニット型個室定員（       ）人
　　　（※３　別途、調整後の事業収支等に関する資料の提出をお願いする場合があります。）

□  計画定員数以外での事業は考えていない。

６　募集対象外施設整備の希望
 (本様式「１ 事業計画施設」で募集対象外施設の整備を希望した場合にのみご記入ください。)

特別養護老人ホーム整備が採択されない場合、募集対象外施設のみの整備意向の有無を記入してください。(意向の有無が特養の審査結果を左右するものではありません。)
 （該当する□に✔をご記入ください。）
　　　□  募集対象外施設の整備を単独で実施する。

· 単独での整備は考えていない。
７　施設長就任予定者

施設長就任予定者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　施設長資格を保有しない場合は、開所前までに施設長資格研修の受講修了を必須条件とします。

８　協力（予定）医療機関名称

	病院名
	

	所在地
	仙台市　　　　区

	診療科目
	

	施設からの距離　
	約　　　㎞

	未定の場合、その見通し


９　施設における入所（利用）者の処遇方針、施設の運営方針等　
	〇応募の理由（600字以内）
	

	〇事業予定地の選定理由
（自由記述部分600字以内）
	・施設整備についての近隣住民への説明（済・未）

・抵当権等、建設にあたって法規制上問題となる事項（有・無）
・上記法規制上問題がある事項が有の際の関係者協議（済・未）


	１　法人の理念・施設運営の基本方針
	（1）法人の理念
（300字程度）
	

	
	（2）施設全体の運営基本方針
（300字程度）
	

	２　施設の整備
	（1）居室・ユニット内の整備
（自由記述部分300字程度）
	・トイレの整備数　計　　個　車椅子対応の可否（可・否）
　整備形態（居室毎に整備・１ユニットに　　　個整備）
・浴室（個浴　　室・　ユニットに　　　個整備、
特浴　　室・　ユニットに　　　個整備）
・居室面積の想定　約　　　　㎡


	
	（2）共用部（建物内）の整備
（自由記述部分350字程度）
	・共用部のトイレの設置数　計　　個

・地域交流スペースの設置予定（有・無）


	
	（3）建物外の整備
（自由記述部分350字程度）
	・駐車場の整備台数　計　　台分
・災害や停電時の設備的代替手段（有・無）


	３　入所者への処遇
	（1）食事
（自由記述部分300字程度）
	・食事の提供（直営・委託）

	
	（2）栄養管理
（自由記述部分300字程度）
	・管理栄養士の配置　　名、栄養士の配置　　名

	
	（3）口腔衛生管理
（300字程度）
	

	
	（4）入浴
（自由記述部分300字程度）
	・1週間あたりの入浴想定回数　　回

	
	（5）排せつ
（300字程度）
	

	
	（6）褥瘡の予防
（300字程度）
	

	
	（7）虐待防止
（300字程度）
	

	
	（8）身体拘束の廃止に向けての取り組み（自由記述部分300字程度）
	・既存施設での身体拘束事例（有・無）

	
	（9）リハビリ
（自由記述部分300字程度）
	・機能訓練指導員の配置　　　名、職種　　　　　　　　　　　


	４　 サービスの質の向上のための取り組み
	（1）介護人材の確保、職員採用計画
（800字以内）
	

	
	（2）職員育成
（自由記述部分800字以内）
	・前年度離職率（法人全体　　％、既存特別養護老人ホーム　　％）

	
	（3）介護職員、看護職員等の人員配置
（400字程度）
	

	
	（4）家族との交流・家族からの相談への対応
（自由記述部分300字程度）
	・面会の方法（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	（5）サービス評価の取り組み、苦情への対応等
（300字程度）
	

	
	（6）事故防止への取り組み
（300字程度）
	

	
	（7）非常災害対策（自由記述部分300字程度）
	・事業予定地のハザードマップの該当（有・無）

・有の場合の該当内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	
	（8）感染予防
（300字程度）
	

	５　地域への貢献等
	(1) 地域住民・町内会との関係構築
（自由記述部分300字程度）
	・ボランティア・職場体験の受入（有・無）

	
	(2) 地域包括支援センターや他施設等との関係構築
（300字程度）
	

	６　その他
	独自の取り組み
（600字以内）
	


事業計画書（様式２-１）「９　施設における入所（利用）者の処遇方針、施設の運営方針等」の記載要領
「９　施設における入所（利用）者の処遇方針、施設の運営方針等」の記載事項については、以下の点に注意してご記入ください。
【記載にあたっての留意事項】
〇共通事項
・記載した内容は、基礎審査及びサービス内容等審査の対象になりますので、分かりやすい表現を用いてご記載ください。なお、記載形式としましては、「です・ます調」を用いた文章形式での記載を基本としてください。ただし、項目内で部分的に箇条書きを用いることは差し支えありません。
・運営基準等に定められる内容は、最低限遵守しなければならない内容ですので、基準等を羅列するのではなく、具体的にどのように各取り組みを行っていくのかをご記載ください。その際、介護保険事業等の実績のある法人につきましては、現在の取り組み状況を今後の計画に併せて記載願います。また、加算を取得する場合や、基準を超えて力を入れて取り組むものについては必ず記載してください。
・記載のフォントについては、MS明朝体10.5ポイントで記載してください。なお、記載する上で太文字及び下線（一重下線、黒色に限る）は使用しても構いませんが、他の装飾等を使用することはできません。また、画像等の使用もできません。
・記載量に関して「○○字以内」、「○○字程度」と指定した場合の文字数は、ワードファイルの文字カウント機能における「文字数（スペースを含める）」とします。なお、「○○字程度」とは、指定した字数に対し、1割まで超過して記載できる、という意味です。また、様式に既に記載されている質問（以下、【様式内の質問】）及びそれに対する回答の部分は文字数には含まれません。

・記載内容について、各項目間、事業計画書の他の記載内容、他の提出書類と整合性が取れるよう記載してください。記載内容に矛盾等が生じる場合、その項目についての評価ができませんので、十分にご留意ください。
・以下の各項目における留意事項には、記載する必要のある内容や各項目における記載量の制限等が掲載されています。必要な内容の記載漏れや記載量の超過がありますと、その項目についての評価ができませんので、以下の内容を十分把握した上で作成するようお願いいたします。
〇応募の理由
今回応募した理由について、現在の特別養護老人ホームへのニーズや将来のニーズに対する考え、仙台市内の介護保険事業に対する考え、仙台市で介護保険事業を行う理由等に触れて説明してください。（記載量600字以内）
〇事業予定地の選定理由
　【様式内の質問】
様式に沿って近隣住民への説明、抵当権等法規制上の問題となる事項について記載してください。
【自由記述】（記載量600字以内）
事業予定地の選定理由について、事業予定地の概要や事業予定地に関する地区の状況（近隣の同種施設の設置状況、高齢者人口や公園等の地域社会資源等）・介護保険事業のニーズ、事業予定地の確保状況に触れて説明してください。なお、【様式内の質問】で、近隣住民への説明が「未」、又は抵当権等法規制上の問題となる事項が「有」の場合は、選定までの対応予定を明記してください。
また、市街化調整区域を事業予定地とする場合、市街化区域を選定しなかった理由も必ず明記し、要件を満たしていることの説明を記入してください。
１　法人の理念・施設運営の基本方針について
(1)法人の理念（記載量300字程度）
　　法人が介護保険事業を行うにあたっての理念について記載してください。
(2)施設の運営方針（記載量300字程度）
　　今回応募する施設の運営方針について、法人の理念を実現するためにどのように施設を運営していくかを記載してください。また、法人の理念や施設の運営方針を職員にどのように浸透させていくかを記載してください。
２　施設の整備について
本項目の全体を通して、「３　入所者への処遇について」に記載する処遇を行うための整備方針を具体的に記載してください。なお、記載にあたっては予定地の敷地面積や建物の床面積との整合性にご注意ください。
(1)居室・ユニット内の整備
　【様式内の質問】
　　　トイレ・浴室の整備数や居室面積について、様式に沿って記載してください。
　　【自由記述】（記載量300字程度）
ユニットや居室に導入する予定の設備や、ユニット内の特徴について記載してください。

(2)共用部(建物内)の整備
　【様式内の質問】
共用部（ユニット以外の部分）のトイレの整備数及び地域との交流スペースの整備予定の有無について、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量350字程度）
共用部（ユニット以外の部分）に整備予定のスペース・設備等について、入居者・来訪者、職員にどのような恩恵があるかも含めて記載してください。

(3)建物外の整備
　【様式内の質問】
駐車場整備台数・災害や停電時の設備的代替手段について、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量350字程度）
事業予定地周辺の状況を鑑みた外構部の整備予定や、施設外観のイメージ等建物外部の特徴について記載してください。
３　入所者への処遇について
(1)食事

【様式内の質問】
食事の提供が直営か委託か、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量300字程度）
食事提供・食事介助について、入居者の嗜好の把握・考慮を行う方法、共同生活室等での食事摂取を支援していく体制に触れて記載してください。
(2)栄養管理
【様式内の質問】
栄養士・管理栄養士の配置予定数について、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量300字程度）
栄養管理の実施方法について記載してください。なお、開設後に栄養マネジメント強化加算、療養食加算及び経口維持加算を算定予定の場合は、算定を予定していることを明記した上で、具体的にどのような体制・方法で取り組むか記載してください。
(3)口腔衛生管理（記載量300字程度）
口腔衛生管理について、歯科医師との連携確保及び歯科医師等の指導の頻度を含めた口腔衛生管理の体制・実施方法について記載してください。なお、開設後に口腔衛生管理加算を算定予定の場合は、算定を予定していることを明記した上で、具体的にどのような体制・方法で取り組むのか、記載してください。
(4)入浴
【様式内の質問】
1週間あたりの入浴想定回数について、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量300字程度）

毎日入浴・夜間入浴の可否を含めた生活リズムへの配慮、入浴拒否の方への対応方針、プライバシー・尊厳への配慮(同性介助や周囲の目への配慮)、介護現場での入浴に関する情報の管理・共有方法等について記載してください。
(5)排せつ（記載量300字程度）
排せつ介助について、排泄の量やペースの把握をどのように行っていくか、プライバシー・尊厳への配慮に触れて記載してください。なお、開設後に排せつ支援加算を算定予定の場合は、算定を予定していることを明記した上で、具体的にどのような体制・方法で取り組むのか、記載してください。
(6)褥瘡の予防（記載量300字程度）
褥瘡の予防に向けて、どのような体制・方法でケアを行うか、医師、看護師、栄養士等との連携等に触れて記載してください。なお、開設後に褥瘡マネジメント加算を算定予定の場合は、算定を予定していることを明記した上で、具体的にどのような体制・方法で取り組むのか、記載してください。
(7)虐待防止（記載量300字程度）
虐待防止のための取り組みの内容について記載してください。また、職員の心身状況の把握及び職員へのケアの方法等について記載してください。
(8)身体拘束の廃止に向けての取り組み
　【様式内の質問】
様式に沿って、既存施設において身体拘束の事例の有無を記載してください。
【自由記述】（記載量300字程度）
身体拘束適正化の具体的な取り組み、身体拘束が避けられない場面での対応等について記載してください。なお、上記【様式内の質問】で事例が「有」の場合はその当時の対応についても簡潔に記載してください。
(9)リハビリ

【様式内の質問】

様式に沿って、配置予定の機能訓練指導員の人数及び職種について記載してください。
【自由記述】（記載量300字程度）
リハビリの実施方法について、導入予定のリハビリ器具及びその活用方法等に触れて記載してください。なお、開設後に生活機能向上連携加算及び個別機能訓練加算を算定予定の場合は、算定を予定していることを明記した上で、具体的にどのような体制・方法で取り組むのか、記載してください。
４　サービスの質の向上のための取り組みについて
(1)介護人材の確保、職員採用計画（記載量800字以内）
介護人材の不足が叫ばれる昨今の状況下において、どのように介護人材を確保していくかを記載してください。また、職種ごとの配置予定数（他項目で記載したものを除く）及びその理由、配置予定数に対する既存施設からの異動・中途採用・新卒者の採用予定数及びそのスケジュール・実施方法等について記載してください。
(2)職員育成
【様式内の質問】
　　前年度の離職率について、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量800字以内）

離職防止の取り組みについて記載してください。また、職員の技術向上・資格取得・外部研修参加のための法人としてのサポートや、運営基準や仙台市の指導により開催するもの以外で定期的に開催している研修の頻度・内容等について、記載してください。
(3)介護職員、看護職員等の人員配置（記載量400字以内）
介護職員及び看護職員の配置数や介護職員・看護職員間の配置割合、有資格者の配置予定数、ユニットリーダー研修の受講計画等について記載してください。なお、サービス提供体制強化加算、日常生活継続支援加算、看護体制加算及び夜勤職員配置加算を算定予定の場合は、算定を予定していることを明記した上で、具体的にどのような体制・方法で取り組むのか、必ず記載してください。
(4)家族との交流・家族からの相談への対応
【様式内の質問】
　　法人が運営する既存の特別養護老人ホームにおける面会方法について、様式に沿って記載してください。（例：面談室での対面・15分以内、等）
【自由記述】（記載量300字程度）

家族との連携・交流について、家族との情報共有方法、遠方等なかなか来所できない家族への対応等に触れて記載してください。
(5)サービス評価の取り組み、苦情への対応等（記載量300字程度）
サービスを改善するための評価及びアンケート等の取り組みについて、内容・頻度等を記載してください。また、入居者・家族からの苦情や要望に対する対応等について記載してください。
(6)事故防止への取り組み（記載量300字程度）
事故防止の具体的な取り組みについて記載してください。

(7)非常災害対策
　【様式内の質問】
　　　事業予定地の災害ハザードマップへの該当状況について、記載様式に沿ってご記載ください。

　【自由記述】（記載量300字程度）

平時の対策及び災害発生時の対応について、300字程度で記載してください。なお、災害ハザードマップへの該当状況が有の場合は、該当内容に対する対策を必ず記載してください。
(8)感染予防（記載量300字程度）
感染予防策及び感染発生時の対応ついて具体的な取り組みを記載してください。
５　地域への貢献等について
(1)地域住民・町内会との関係構築
【様式内の質問】
既存特別養護老人ホームでのボランティアや職場体験等の受入について、様式に沿って記載してください。
【自由記述】（記載量300字程度）
地域福祉への貢献や地域住民との双方向的な関係を構築するために、地域住民や町内会とどのように関係を構築していくか、基本的な方針や具体的な取り組み・活動案を記載してください。また、上記【様式内の質問】が「有」の場合は、その取り組みについても簡潔に記載してください。
(2)地域包括支援センターや他施設等との関係構築（記載量300字程度）
地域福祉への貢献や地域住民との双方向的な関係を構築するために、地域包括支援センターや他施設等とどのように関係を構築していくか、基本的な方針や具体的な取り組み・活動案を記載してください。
６　独自の取り組みについて
１から５までに記載したこと以外で、法人としての独自の考えや取り組み等、ＰＲしておきたい事項について記載してください。（記載量600字以内）
・・・　☆★☆　お願い　☆★★　・・・
協議事業者として選定された場合、今回ご提出の事業計画を基に協議を進めますので、

十分ご検討の上事業計画を作成してください。

（様式２-２）
事業計画書（募集対象外施設）

特別養護老人ホームの施設整備と併せて、募集対象外の施設を併設整備する場合は、この様式により事業計画書を提出してください。
なお、併設施設においても、公募等による施設である場合は、応募届等の写しを添付してください。
１　事業計画施設の概要
（1） 提供するサービスの種類、内容

	


（2） 計画定員数

　　　　　人

（3） 施設長（管理者）就任予定者

 施設長（管理者）就任予定者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
２　職員配置計画

	職種
	常勤職員　※
	非常勤職員

	
	職員数
	兼務職員数
	職員数

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	
	人
	人
	人

	合計
	人
	人
	人


※　職員が兼務する場合は、本務の職種を「職員数」兼務の職種を「兼務職員数」に計上してください。

３　需要予測

（１）サービス対象地域及びそのニーズ等
	


（２）同種施設の状況

	施　設　名
	同一中学校区内

（○印）
	半径１km

圏内

（○印）
	直線距離
	事業計画地からの
所要時間
１分＝500ｍで換算

	
	
	
	　　　　　ｍ
	車で　　　　分

	
	
	
	　　　　　ｍ
	車で　　　　分

	
	
	
	　　　　　ｍ
	車で　　　　分


（３）併設する理由（(１)～(２)の内容等を踏まえ、[様式13-2]の稼働率の根拠も示すこと）

	


（４）施設を併設することによる利点

	


（５）サービス提供内容等（処遇方針、施設の運営方針等も含む）

	　


・地域密着型サービス施設（認知症対応型通所介護（単独型・併設型）、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護等）を併設する場合は地域密着型サービス等事前申出が必要となります。
・上記、地域密着型サービス施設を併設する場合、本様式の「３　需要予測(５) サービス提供内容等」の欄は「別紙のとおり」と記入し、地域密着型サービス等事前申出において提出した「地域密着型サービス等事前申出書（様式１）」及び「事業計画書（申出様式第１号）」の写しを添付してください。詳しくは
https://www.city.sendai.jp/korekikaku-shisetsu/jigyosha/fukushi/fukushi/koresha/mitchakugata.htmlをご覧ください。

・施設整備の事業者を公募等により選定する施設を併設する場合は、今回の特別養護老人ホームの整備スケジュールと併設施設所管先の予定整備スケジュールのいずれにも問題なく整備が可能か、必ず事前確認をお願いいたします。
（様式４）
施設長就任承諾書
社会福祉法人○○○が設置経営する（仮称）特別養護老人ホーム○○○の施設長に就任することを承諾します。

令和　　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
社会福祉法人○○○
理事長○○○○様

	・新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」に文言を直してください。

・施設長予定者の氏名は必ず自署し、本人の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）。また、住所は印鑑登録証明書の記載のとおり記入してください。


（様式５）
	（施設長予定者・法人役員）履歴書

	（ふりがな）

氏名
	
	男･女
	生年月日
	　　　　年　　月　　日生

(　　　歳)

	現住所
	(〒　　‐　　)

　

(電話　　　－　　　－　　　　)
	本籍地
	都 道 府 県

	学　　　　　　歴

	卒業年月
	学校名

	　　　年　　月
	(最終卒業校)

	　　　年　　月
	(その前)

	取得資格等

	取得年月日
	資格名等

	　　年　　月　　日
	

	　　年　　月　　日
	

	　　年　　月　　日
	

	　　年　　月　　日
	

	施設長資格の有無　(有りの場合、資格を証明する写しを添付のこと)

	有　・　無
	（有の場合）資格取得年月日：　　　　　年　　月　　日

	職歴

	期間
	勤務先
	職務内容

	年　月

～現在
	(現在)
	

	　　　年　月

～　　　年　月
	(その前)
	

	　　　年　月

～　　　年　月
	(その前)
	

	その他社会的活動・賞罰等

	期間
	内容

	　　　年　月

～　　　年　月
	

	　　　年　月

～　　　年　月
	

	　　　年　月

～　　　年　月
	

	上記の内容については事実と相違ありません。

令和　　年　　月　　日

氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　


・氏名は必ず自署し、本人の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）。

・表題の（施設長・役員）いずれかを○で囲み提出してください。
（様式６）
社会福祉法人設立計画書

１　設立予定法人の名称
（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人（仮称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
２　設立予定法人の主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　設立予定法人の設立代表予定者

（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・氏名　　　　　　　　　　　　　　　　・年齢　　　　　歳　　

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・職業　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　設立予定法人の役員（理事、監事）予定者

	
	氏名
	年齢
	職業
	経
	福
	施
	特
	他の社会福祉法人の役員等である場合、その法人名を記載

	理事
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


理事は、経：社会福祉事業の経営に関する識見を有する者、福：法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者、施：法人が設置した施設の管理者のいずれかに○を付ける。

特：親族等の特殊の関係にある者がいる場合は各組ごとに○数字で記入すること。
	
	氏名
	年齢
	職業
	財識
	福識
	特
	他の社会福祉法人の役員等である場合、その法人名を記載

	監事
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


監事は、財識：財務管理に識見を有する者、福識：社会福祉事業に識見を有する者のいずれかに○を付ける。
特：親族等の特殊の関係にある者がいる場合は各組ごとに○数字で記入すること。

５　評議会の定数について
予定する定数　　　人
６　法人設立の趣意

	


７　運営する事業

	


８　財産関係

（１）資産

	基本財産
	土地
	所在地
	

	
	
	面積
	㎡
	評価額
	　　　　　　　　　　　　円

	
	
	所在地
	

	
	
	面積
	㎡
	評価額
	　　　　　　　　　　　　円

	
	建物
	所在地
	

	
	
	床面積
	㎡
	評価額　※
	　　　　　　　　　　　　円

	
	
	所在地
	

	
	
	床面積
	㎡
	評価額　※
	　　　　　　　　　　　　円

	運用財産
	当初運転資金
	


　　※　評価額は建設費を記入すること。

（２）負債

	借入
	借入先
	
	借入額
	円

	
	借入先
	
	借入額
	円

	
	借入先
	
	借入額
	円


（３）差引正味財産

資産総額　　　　　　　　　　　　　　負債総額　　　　　　　　　　　差引正味財産

　　　　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　　　　　　円

「社会福祉法人設立計画書」（様式６）の記載要領
作成にあたっては、別冊『特別養護老人ホーム整備のてびき』「Ⅵ　社会福祉法人の設立等」（19頁から23頁まで）をご参照いただき、社会福祉法人設立の要件を整えるようお願いします。
１　設立予定法人の主たる事務所の所在地

法人を設立したときに、事務所を設置する予定の住所を記載してください。今回建設する施設内に設置する予定である場合は、その旨も記載してください．

（新規設立は仙台市内の所在地としてください）。
（例）仙台市○○区○○　○丁目○番○号　特別養護老人ホーム(仮称)○○○施設内

２　設立予定法人の設立代表予定者

法人設立代表予定者の権限を証する（様式８）委任状により、各法人役員予定者から応募に関する一切の権限の委任を受けた者について記載してください。

３　設立予定法人の役員（理事、監事）予定者

「３ 設立予定法人の設立代表予定者」の設立代表予定者も含め、設立予定法人の理事又は監事となる予定の者全員について記載すること。役員予定者が他の社会福祉法人（設立予定のものも含む｡）の役員である場合は、当該法人の名称を記載してください。

４　運営する事業
設立する社会福祉法人が運営を予定している事業を記載してください。

５　財産関係
社会福祉法人設立にあたって、贈与確約書に基づき取得する財産及び予定する借入について、記載してください。各項目については次のとおりです。
なお、[様式10]資金計画書の内容と整合性がとれるものとしてください。
①　土地
一筆ごとに、所在地及び面積は登記簿謄本どおり記載し、評価額は令和５年度固定資産税課税台帳に登録されている評価額を記載してください。

　②　建物
建物を新設する場合は、建築に要する費用を記載してください。既存の建物の贈与を受ける場合は記載してください。１棟単位で、所在地及び床面積は登記簿謄本どおり記載し、評価額は令和５年度固定資産税課税台帳に登録されている評価額を記載してください。

③　当初運転資金　　
年間事業収入算定資料[様式13-１]により算出した施設の年間事業費の２/12以上の額を記載してください。

④　借入
独立行政法人福祉医療機構、銀行、個人など借入を予定している場合は全て記載してください。なお、[様式10]資金計画書と一致させてください。
（様式７）
就任承諾書
私は、社会福祉法人（仮称）○○○の理事（又は監事）に就任することを承諾します。

なお、私は、社会福祉法（昭和26年法律第45号）第44条第１項の規定に該当しないことを申し添えます。

令和　　年　　月　　日

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　
社会福祉法人（仮称）○○○
設立代表予定者○○○○様

	・役員就任予定者の住所、氏名は必ず自署し、本人の印鑑登録印を押印してください（添付する

印鑑登録証明書の印影と一致すること）。また、住所は印鑑登録証明書の記載のとおりとして
ください。

・設立代表予定者を除く役員就任予定者は全員、就任承諾書を提出してください。
【社会福祉法】

（評議員の資格等）

第40条　次に掲げる者は、評議員となることができない。

1　法人

2　成年被後見人又は被保佐人

3　生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法又はこの法律の規定に違反して刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

4　前号に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

5　第56条第8項の規定による所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた社会福祉法人の解散当時の役員

2　評議員は、役員又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることができない。

3　評議員の数は、定款で定めた理事の員数を超える数でなければならない。

4　評議員のうちには、各評議員について、その配偶者又は3親等以内の親族その他各評議員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになつてはならない。

5　評議員のうちには、各役員について、その配偶者又は3親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになつてはならない。

（役員の資格等）

第44条　第40条第1項の規定は、役員について準用する。

2　監事は、理事又は当該社会福祉法人の職員を兼ねることができない。

3　理事は6人以上、監事は2人以上でなければならない。

4　理事のうちには、次に掲げる者が含まれなければならない。

1　社会福祉事業の経営に関する識見を有する者

2　当該社会福祉法人が行う事業の区域における福祉に関する実情に通じている者

3　当該社会福祉法人が施設を設置している場合にあつては、当該施設の管理者

5　監事のうちには、次に掲げる者が含まれなければならない。

1　社会福祉事業について識見を有する者

2　財務管理について識見を有する者

6　理事のうちには、各理事について、その配偶者若しくは3親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が3人を超えて含まれ、又は当該理事並びにその配偶者及び3親等以内の親族その他各理事と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が理事の総数の3分の1を超えて含まれることになつてはならない。
7　監事のうちには、各役員について、その配偶者又は3親等以内の親族その他各役員と厚生労働省令で定める特殊の関係がある者が含まれることになつてはならない。


 （様式８）
委任状
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
上記の者を、社会福祉法人（仮称）○○○設立代表予定者として仙台市が実施する特別養護老人ホーム整備に係る事業選定への応募に関し、必要な一切の権限を委任します。

令和　　年　　月　　日
役員就任予定者
住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　
	・役員就任予定者の住所、氏名は、必ず自署し、本人の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）。また、住所は印鑑登録証明書の記載のとおりとしてください。

・設立代表予定者を除く役員就任予定者は全員委任状を提出してください。なお、委任状の形式は、法人役員予定者が連名で委任することとしても可です。


（様式14）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

金融機関名

○○支店長　○○　○○様

融資見込証明願

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

　　　　　　　　法人名

　　　　　　　　理事長名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
当法人と貴職は、下記の事業のための資金融資について協議中であり、今後の金融情勢に特段の変動がなく諸条件が整った折には融資を受けることができる見込みであることを証明願います。

　　　

≪協議条件≫

１　目　　　的  　令和６年度から令和７年度における特別養護老人ホーム整備資金として
　２　事業予定地  　仙台市

　３　総事業費　　　　　　　 　　　　　　　　 円

４　融資希望金額　        　 　　　　　　　 円

　５　他の金融機関からの借入　　　　 有　・　無

　　　（有の場合具体的に）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　６ 担保設定条件：有　・　無
　　　（有の場合具体的に）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
………………………………………………………………………………………………………………………
融資見込証明書

上記のとおり協議中であり、今後の金融情勢に特段の変動がなく、諸条件が整った折には下記金額の範囲内で融資を行う見込みであることを証明します。

融資予定金額    　　　　　　　　　　　　          円
（融資予定金利  　　　　　％）
（うち独立行政法人福祉医療機構の協調融資 　　　　　　　　　           円）
令和　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金融機関名

○○支店長　○○　○○　　印
	・新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」に文言を直してください。

・証明書の発行に際し、金融機関から別途、条件が示された場合は、それを記載してください。また、金融機関の書式指定がある場合は、それを使用して構いません。

・≪協議条件≫項目の「３ 総事業費」及び「４ 融資希望金額」は、〔様式10〕の関連金額欄と整合性がとれている必要があります。


（様式15）
贈与確約書
○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○理事長○○○○（以下「乙」という。）は、次のとおり贈与を確約する。

第1条 甲は、社会福祉法人○○○に、別記１の目録記載の財産等を贈与することを約し、乙はこれを承諾した。

第2条 　令和　　年　　月　　日までに社会福祉法人○○○による特別養護老人ホーム整備事業計画が選定されなかったときは、この確約は無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。

第3条 　この確約に定めていない事項については、甲、乙は誠意をもって協議のうえ決定するものとする。

上記確約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名押印のうえ各１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲　　住所

　　　氏名　　　　　　　　　　　印

乙　　住所

　　　社会福祉法人○○○

　　　理事長　　○○○○　　　　印

（様式15）別記１
目録
１　現金

金○○○○○○円

（内訳）

建設自己資金　○○○○○○円

運転資金　　　○○○○○○円

法人事務費　　○○○○○○円

　

２　土地

仙台市○○区○○　○丁目○番所在の土地1筆　○○㎡

仙台市○○区○○　○丁目○番所在の土地1筆　○○㎡

・・・・・

３　建物

仙台市○○区○○　○丁目○番所在の○○造○階建建物1棟　○○㎡

仙台市○○区○○　○丁目○番所在の○○造○階建建物1棟　○○㎡

・・・・・

　

４　什器備品

（別紙明細書のとおり）

贈与確約書（様式15）作成にあたっての留意事項
１  第２条に規定する有効期限については、令和５年12月15日以降の日付としてください。

２　新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」に文言を直してください。

３  法人代表者本人の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）。また、住所は印鑑登録証明書の記載のとおりとしてください。
４  贈与を受ける不動産について、抵当権等贈与を受ける者の利用に制限がかかる可能性のある権利が設定されている場合は、贈与確約書に次の条項を明記してください。

	第○条　甲は、別記の目録記載の土地又は建物に設定されている○○権について、当該権利を解除した後、第１条による贈与を同法人に行わなければならない。


５  別記の目録における土地及び建物の表示は、登記簿謄本どおり記載し、現在、一筆の土地の一部の贈与を受ける場合は、当該土地を含む登記簿謄本により記載してください。なお、建設中の建物についても記載してください。
（様式18）
土地売買確約書
○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○理事長○○○○（以下「乙」という。）は、土地の売買に関し、次のとおり確約する。

（目的）

第1条 甲は、社会福祉法人○○○に、その所有にかかる末尾記載の土地を同法人に対して売却するものとする。

（価格）

第2条 　価格は○○○○○○円とする。

（確約の解除）

第3条 　乙はその都合により、いつでもこの確約の解除を甲に申し入れることができる。

（確約の無効）

第4条 　令和　　年　　月　　日までに社会福祉法人○○○による特別養護老人ホーム整備事業計画が選定されなかったときは、この確約は無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は損害の賠償を請求することができない。

（協議）

第5条 　この確約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるものとする。

上記確約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名押印のうえ各１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲　　住所

　　　氏名　　　　　　　　　　　印

乙　　住所

　　　社会福祉法人○○○

　　　理事長○○○○　　　　　　印

土地の表示

１  所在地　　仙台市○○区○○　○丁目○番

２　地目　　○○
３　公簿面積　　○○○○㎡　

土地売買確約書(様式18)作成にあたっての留意事項

１　新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」に文言を直してください。

２  第４条に規定する有効期限については、令和５年12月15日以降の日付としてください。

３  購入する土地について、抵当権等買い受ける者の利用に制限がかかる可能性のある権利が設定されている場合は、売買確約書に次の条項を明記してください。

	（権利関係）
第○条　甲は、末尾記載の土地に設定されている○○権について、当該権利を解除した後、第１条による売却を同法人に行わなければならない。


４  末尾記載の土地の表示は、登記簿謄本どおり記載してください。

（様式19）
地上権設定確約書
土地所有者○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○理事長○○○○（以下「乙」という。）は、地上権設定について次のとおり確約する。

（地上権設定の目的）

第１条　甲は、その所有に係る末尾記載の土地を乙が建設する施設の用に供させる目的をもって、地上権者乙のため地上権を設定し、所管法務局に登記するものとする。

（契約期間）

第２条　前条の地上権の契約期間は、令和○○年○○月○○日から前条の目的によって使用する期間（30年以上）とする。

（地代）

第３条　地代は無償(または年額○○○円)とする。

（土地の維持管理）

第４条　この確約の対象となる土地が、天災等により流出又は崩壊したときの損害の補てん又は復旧に要する費用は、乙の負担とする。

（確約の無効）

第５条　令和　　年　　月　　日までに社会福祉法人○○○による特別養護老人ホーム整備事業計画が選定されなかったときは、この確約は無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。

（協議）

第６条　この確約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるものとする。

上記確約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名押印のうえ各１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲　　住所

　　　氏名　　　　　　　　印

乙　　住所

　　　社会福祉法人○○○

　　　理事長○○○○　　　印

土地の表示

1　所在地　　仙台市○○区○○　○丁目○番

2　地目　　○○
3　公簿面積　　○○○○㎡　

（様式19）

賃借権設定確約書
土地所有者○○○○（以下「甲」という。）と社会福祉法人○○○理事長○○○○（以下「乙」という。）は、賃借権設定について次のとおり確約する。

（賃借権設定の目的）

第１条　甲は、その所有に係る末尾記載の土地を乙が建設する施設の用に供させる目的をもって、賃借権者乙のため賃借権を設定し、所管法務局に登記するものとする。

（契約期間）

第２条　前条の賃借権の契約期間は、令和○○年○○月○○日から前条の目的によって使用する期間（30年以上）とする。

（地代）

第３条　地代は無償(または年額○○○円)とする。

（土地の維持管理）

第４条　この確約の対象となる土地が、天災等により流出又は崩壊したときの損害の補てん又は復旧に要する費用は、乙の負担とする。

（確約の無効）

第５条　令和　　年　　月　　日までに社会福祉法人○○○による特別養護老人ホーム整備事業計画が選定されなかったときは、この確約は無効とし、これにより損害が発生した場合、甲は、損害の賠償を請求することができない。

（協議）

第６条　この確約に定めのない事項については、必要に応じ甲乙協議のうえ定めるものとする。

上記確約を証するため、同文２通を作成し、甲、乙署名押印のうえ各１通を所持する。

令和　　年　　月　　日

甲　　住所

　　　氏名　　　　　　　　印

乙　　住所

　　　社会福祉法人○○○

　　　理事長○○○○　　　印

土地の表示

1　所在地　　仙台市○○区○○　○丁目○番

2　地目　　○○
3　公簿面積　　○○○○㎡　

地上権設定確約書及び賃借権設定確約書（様式19）作成にあたっての留意事項

１　土地を借り受けることにより事業予定地を確保する法人については、地上権設定確約書もしくは、賃借権設定確約書を作成してください。
２　新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」に文言を直してください。
３  第２条に規定する契約期間の始期については、施設の建設工事の入札を行う前までの日付としてください。なお、入札時期は、 [様式２-１] 事業計画書(特別養護老人ホーム)の「４ 事業予定期間」に記載する着工予定年月日の約２ケ月前になります。
４  第５条に規定する有効期限については、令和５年12月15日以降の日付としてください。

５  借り受ける土地について、抵当権等借受ける者の利用に制限がかかる可能性のある権利が設定されている場合は、地上権設定確約書に次の条項を明記してください。

	（権利関係）
第○条　甲は、末尾記載の土地に設定されている○○権について、当該権利を解除した後、第１条による地上権設定を行わなければならない。


６  末尾記載の土地の表示は、登記簿謄本どおり記載してください。
（様式20）
法人監査・介護保険事業者実地指導監査等指示事項及び改善状況報告書
	施設（事業所）名
	
	実施年月日
	　　年　　月　　日（　）

	改善指示事項
	改善状況

	[自治体名：　　　　　　　　　　　　]


	応対者：［(管理者)　　　　　　　　]




（様式21）

誓　約　書
令和　　年　　月　　日

（あて先）

仙　台　市　長　

（応募者）法人の主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人の名称（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の職・氏名（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　理事長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「特別養護老人ホーム整備事業」に応募した下記の事業予定地（住所）については、係争地ではないこと及び説明を求められた際には誠実に応じることを誓約します。
記

建設計画地（予定地の全ての地番を「番地」「番」も省略せずに記載してください。）
（住所）　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
以上

・新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」としてください。

・法人（新設法人の場合は代表予定者本人）の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）
（様式22）
過去の経営状況、応募事業計画等にかかる法人としての見解
	１．過去３か年の経営状況について

	

	２．今後の経営の方向性、見込み、対策について

	

	３．資金計画における自己資金の内訳について

	

	４．収支計画における借入金の比率について

	


※　母体法人等との資本関係等がある場合は、その旨も記載すること
（様式23）

誓　約　書
令和　　年　　月　　日

（あて先）

仙　台　市　長　

（応募者）法人の主たる事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法人の名称（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社会福祉法人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者の職・氏名（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「特別養護老人ホーム整備事業」に応募した計画は既存の特別養護老人ホームを増築する計画のため、既に下記の土地、建物に抵当権が設定されておりますが、本抵当権は既存の特別養護老人ホーム及び併設施設の整備を目的としたものであり、事業計画を遂行する上で支障がないものであること及び説明を求められた際は誠実に応じることを誓約します。

記

（土地）（予定地の全ての地番を「番地」「番」も省略せずに記載してください。）

　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（建物）（建物の全ての所在及び家屋番号を「番地」「番」も省略せずに記載してください。）

　　（所在）
　　　　　　　区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（家屋番号）　　　　　　　　　　　　　　　　
・新規法人設立予定の場合、「法人」は「設立予定法人」、「社会福祉法人」は「社会福祉法人（仮称）」、「理事長」は「代表予定者」としてください。

・法人（新設法人の場合は代表予定者本人）の印鑑登録印を押印してください（添付する印鑑登録証明書の印影と一致すること）
（様式24）

募集についての質問票
令和　　年　　月　　日

「特別養護老人ホーム設置者募集要項」等について、以下のとおり質問を提出します。

	法人名・代表者氏名
	

	所在地
	

	質問者氏名
	

	連絡先
	電話番号
	

	
	ﾌｧｸｼﾐﾘ 
	

	
	E-メール
	


	質問事項
	

	募集要項等での対応部分
	文書名・ページ：募集要項　・　てびき　・　様式　　　　　　ページ
該当箇所：　　行目～　　行目


	質問内容
	


☆★☆　質問票の提出方法　☆★☆

・質問票は募集要項のとおり、電子申請によりご提出ください。

　・質問内容は、１問につき本様式を１枚使用して簡潔にまとめてください。

・質問票の提出期間は、令和５年７月３日（月）午前９時から午後５時までです。

（様式25）
併設施設等の選定結果に係る意向確認書
	法人名
	

	事業所の名称
	

	事業予定地
	

	同一敷地に併設を
予定する施設
（事業種別）
	□ 小規模多機能型居宅介護
□ 看護小規模多機能型居宅介護

	上記のうちいずれかが選定されなかった（又は随時募集へ応募できなかった）場合の意向
	（いずれかに印）
□ 併設する小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護の選定結果（又は随時募集への応募可否）に関わらず，特別養護老人ホーム整備事業を実施する。
□ 併設する小規模多機能型居宅介護又は看護小規模多機能型居宅介護が選定されなかった（又は随時募集へ応募できなかった）場合，特別養護老人ホーム整備事業を辞退する。




既設社会福祉法人用





新設社会福祉法人用








